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１．好景気はまたやってくる？
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1-3景気はどう動いてきたか？
日経平均株価の長期推移
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完全失業率の推移（季節調整済数値）
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• 03～07年はバブル崩壊後、日本ではじめての
景気拡大局面であった

• 当社も景気拡大局面に乗じて売上が拡大した

1-4景気はなぜ良くなったのか？

• 02年以降、住宅バブルによって米国内の個人消費が拡大した
（米国は世界GDPの1/4、個人消費は米国GDPの7割を占める）

• それにより、日本、ドイツ、中国等の輸出を急伸させた

• 日本は好調な輸出に牽引されて、国内経済が活性化した

日本のGDP成長率に対する輸出の寄与度は高い
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1-5好景気はまたやってくるのか？

• 03～07年の好景気はウソでした！

• バブルでつくられた消費拡大がしぼんで、本来
の経済規模（消費）の大きさに戻ったのが｢今｣
である

• おかしいのは｢今｣ではなく、｢03～07年｣である

• 従って、日本のバブル崩壊後はじめての景気拡
大局面は幻であり、もうやってこない

• ウソだったから、株価も雇用も「元に戻った｣ので
ある

• 仕事がない、借金が多い、資
産価格が上昇しない

• 消費が拡大する条件はすべて
悪い

• バブル崩壊の影響は短期的
には改善しない

• 従って、米国消費の停滞は長
期化が避けられない
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1-6グローバライゼーションの本格化

• グローバライゼーションとは、世界の国々が一つの世界市場に
統合されていくこと

• 日本の製造業や機械部品業界に起こっている問題はすべてグ
ローバライゼーションが原因である

• 第3フェーズに入っており、今までにない激しい企業間競争が繰
り広げられる

• それを促進させたのが、リーマン･ショックによる世界経済危機

新興国先進国企業vs新興国企業第３フェーズ

先進国先進国企業vs新興国企業第２フェーズ

先進国先進国企業vs先進国企業第１フェーズ

市場競争フェーズ

第３フェーズを迎えるグローバライゼーション

第2-3-1-2図 世界の消費市場規模と人口（2008年）
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• 先進国の経済は長期停滞が見込まれる

• 中国、インド、ASEAN諸国を含むアジア市場は
世界人口の約5割を占めている

• 所得の上昇により中間層が拡大し、アジアは生
産市場から消費市場へ変化している

• 先進国企業は、先進国市場では成長できない
ため、新興国市場へ向かわざるを得ない

• しかし、そこでは地元企業との熾烈なコスト競争
が繰り広げられる・・・

• そして様々なモノやサービスの値段は国際的に
等しくなっていく・・・
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1-7グローバライゼーションの構造

グ ロ ー バ ル 化

コ ス ト 削 減 圧 力

企 業 の 行 動

現 れ る 事 象

影 響

・先進国企業は新興国企業の圧倒的コスト競争力に苦戦し、徐 に々ボリューム
ゾーンの攻撃を受け、無視し得ない存在となっていく
・既存のコスト体質では拡大する市場でのシェア低下のリスクに直面する

①工場の海外立地、現地調達の拡大
②部品調達のグローバル化
③国籍を越えた人の調達
④長期安定的な取引関係の見直し

①国内生産減少
②国内部品調達市場縮小
③国内雇用減少
④競争の激化による低価格化

（国）GDP低下、豊かさの喪失、国際的地位の低下・・・ ⇒国力の低下
（ドメスティック企業）売上減少、廃業・倒産・・・ ⇒零細小売業と同じ運命
（グローバル企業）競争力強化、世界ネットワーク、成長・・・ ⇒国に関係なく、
世界を舞台に生き残る企業へ

コ ス ト 削 減 圧 力

グ ロ ー バ ル 化

グローバル調達の拡大

海外の低価格品流入

長 期 安 定 的
取 引 関 係 の 解 消

低 価 格 化

生産工場の海外移転

国内生産活動の減少 市 場 規 模 の 縮 小

競 合 激 化

新興国の経済成長 資 源 需 要 の 増 大

資 源 価 格 の 高 騰

原 価 上 昇

収 益 性 の 低 下
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1-8日本国の現状

• 20年間にわたり経済成長を実現していない

• 世界に占める日本のGDPシェアは大きく低下

• そのことが食料品、鉱物資源などの調達力を低下させている

• 財政状態は末期的であり、人口減少、高齢化により、さらなる悪
化が見込まれる

• 日本は世界に対する発言力をますます喪失していく・・・
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主要国政府の債務残高の対GDP比（2008年）

170.9

65.8

49.8

64.2

71

117.1

64.4

0 100 200

日本

米国

英国

ドイツ

フランス

イタリア

カナダ

東証一部上場企業の時価総額はピークの半分以下

66

591

442

303

282

0 200 400 600

79年末

89年末

99年末

09年末

10年末

309兆円の消失

（兆）

日本と中国の粗鋼生産量の推移

0

200,000

400,000

600,000

2000 2005 2009

Japan China

（千トン）



無断転用禁止 10

• 尖閣諸島やロシア大統領の北方領土上陸といっ
た問題は単発的、偶発的に起こっているのでは
ない

• 構造的な原因による大きなトレンドの中で発生
している

• それらは、以前は発生しにくいものであった

• 領土問題は解決が困難な性格を持つため、長
期間において棚上げされてきたからである

• 中国やロシアの強硬な姿勢は、彼らが「日本が
無くてもやっていける｣ことを示している

• 米国にとっても、常に日本と中国を天秤にかけ
ており、メリットがなくなった時点で日本を見捨て
る可能性は極めて高い

1-9まとめ

• 当社の業績は○○～○○年において好調に推
移したが、それは米国住宅バブルによる「ウソ」
であった

• 従って、91年のバブル崩壊以降、実力による好
景気は日本に一度も訪れていない

• 世界の消費を牽引してきた米国の不況は長期
化するため、「夢よもう一度」はやってこない

• 一方で、グローバライゼーションは第3フェーズ
に進み、新興国市場を舞台にしたこれまで以上
の激しい競争が展開される

• 世界の中で日本は、存在感を急速に失いつつ
ある
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２．将来の日本の生産活動は？

2-1生産活動の増減要因の定義

• 日本は製造業が主要産業である

• 日本経済は国内の生産活動が増加すればするほど、
企業収益が増加し、雇用が増加し、所得が増加し、景
気がよくなる

• 生産活動が増加するためには、①国内消費の増加、
②輸出の増加、③輸入の減少が必要になる

生産活動量 ＝ 国内消費 ＋ 輸出 輸入－

国内消費 輸出

輸入

生産活動
量
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2-2国内消費

• 国内消費＝一人当たり消費額×人口

• 一人当たり消費額は増加しない

① 活力消費人口は2000年から減少している

② 失業率の上昇、生活不安定者の増加により国民
全体の所得が減少する

③ 高齢化による社会保障費負担増加により実質所
得が減少する

• 人口は緩やかな減少が続く

• 従って、国内消費は増加しない

2-2-1活力消費人口の減少

• 国内消費を牽引するのは生産年齢人口（15～64歳）であり、活
力消費人口と呼ぶ

• 活力消費人口は少子化により大きく減少し、2012年からの団塊
世代アウトを経て、団塊ジュニアアウトが始まる35年がＸデーと
なる

• 住宅、耐久消費財、教育、ローンなど、購買層が大きく縮小する

日本の人口は緩やかに減少する
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年次別の出生数
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2-2-2高失業率、生活不安定者の増加

• 雇用者の所得は増加せず、消費水準、貯蓄率ともに低
下傾向が続く

• 失業率の増加、非正規雇用者の増大は国民全体の所
得の低下を招く

• 家計にゆとりはなく、一人当たりの消費は拡大しない

完全失業率と正規雇用者数の推移
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失業者数、就業者形態別の増減数（2003年-2007年）
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• 好景気においても正規
雇用は増加していない

• 企業は非正規雇用、特
に派遣社員の増加によ
り好景気に対応した

• 非正規雇用の拡大は男
性においても生活不安
定者を増加させている

• 派遣法改正は企業の生
産活動の海外移転を加
速させる

• 非正規雇用者の削減が
進めば、大量失業社会
が深刻化する

• 従って、国内消費は低
下する

2-2-3社会保障費負担の増加による所得減少

• 高齢化の進行により社会保障費はさらに増加する

• 一方で少子化による若年層の減少、生活不安定者の
増加により、社会保障費を負担する者は減少する

• 従って、一人当たりが負担する社会保障費は増大を続
ける

• 個人の名目所得（実額）が増加しない中での負担の増
加は、実質所得を減少させる

• これらは生活防衛意識を高め、消費の抑制に向かう

社会保障費の総額

負担する者
1人あたりの負担額＝

増加

減少
大きく増加
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142,107136,818福祉その他

482,735473,253年金

289,462281,027医療

914,305891,098合計

平成19年度平成18年度社会保障給付費

435,549481,698公費負担等

296,730292,169被保険者拠出

272,010269,847事業主拠出

568,740562,016社会保険料

1,004,2891,043,713合計

平成19年度平成18年度

部門別社会保障給付費

社会保障財源

（単位：億円）

（単位：億円）
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2-3輸出の減少

• 国内生産→海外輸出、という構図は変化している

• 競争の場がアジア市場をはじめとした新興国に移り、
コスト競争が激化するため、国内生産は不利となる

• 従って、生産はアジアを中心に移転するため、日本か
らの輸出は減少する

• 現地企業の品質向上や日系部品メーカーの海外進出、
ASEANネットワークにより海外工場の現地調達率は
上昇しているため、日本からの部品輸出も減少する

• 供給面においても日本国内は労働力人口の減少がは
じまっており、高水準の輸出を維持することは将来的
に困難である

• 結局、「高い国で作って、安く売れる国で売る｣ことは出
来ないのである

2-4輸入の増加

• グローバライゼーションにより、海外製品の日本流入が増
加し、国内においてもコスト競争が今まで以上に激化する

• FTA/EPAの自由貿易のトレンドの中で、関税は撤廃に向
かい、それらの動きを促進する

• 日産や三菱自動車のような海外生産→輸入、の動きは今
後さらに拡大すると予想される

• 自動車メーカーの海外シフトは部品メーカーの追随につな
がり、完成品だけではなく、部品輸入の増加を促進させる

• 日本における鉱物資源の調達力の低下と負担の大きい物
流コストは、資源の近くにおける工場立地を促進し海外生
産、輸入の流れにつながる

• 従って、今後は食料品や衣料品にとどまらず、海外生産さ
れた自動車、家電、部品等の輸入が増加すると推測される
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2-5公共投資、設備投資

• 国家の歳入が著しく増加することは困難であり、
国債の発行リスクも高まるため、公共投資はさ
らに減少する

• 国内市場が縮小すれば、生産活動も減少する
ため設備投資は低下する

• 日本市場の魅力の低下は海外からの投資を呼
び込むことを困難にさせる

• 以上のように、他の要素についても、国内の生
産活動量を増加させることは考えにくい

2-6（参考）地盤沈下が続く国内製造業

• 国内の製造業の事業所数は小規模企業を中心に減少が続く

• 製造業集積である大田区、東大阪等においても廃業が増加している

• 小規模製造業の経営者は高齢化しており、日本の技術を支えてきた
技術力が消失しつつある

• これらのことは高品質な生産活動を維持することを困難にさせ、日本
の生産地としての魅力を低下させる
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2-7まとめ

• 国内消費は、所得の減少、活力消費人口の減
少によって縮小する

• 輸出は、海外生産、現地調達の拡大により減少
する

• 輸入は、輸出と同じ理由で増加する

• 従って、日本国内の生産活動は減少を続ける

• 結果として、当社の事業も「今までと同じやり方」
では売上の縮小を回避することは不可能である
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３．結論

～社員全員でつくる新しい会社に向かって～

• 好景気を待っていても、死ぬまでやってこない

• だから商売のやり方を180度変えなければジリ
貧だけが待っている

• 悲観してはいけない、時代が変わる大きなチャ
ンスである

• 「雨が降れば傘をさす｣だけの話である

• 夢、思いは必ず実現する（by Disney）

• 他人に依存するな、自分がすべてだ、自分の運
命を決めるのは自分だけである

• ○○に主導権を握られてんじゃねえ！

• 商売変える前に、自分を変えろ！

• ほんまの実力出さんかい！
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参考資料

生産年齢人口（15～64歳）の推移
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新興アジア諸国の経済成長率は高い
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（男性）年齢階級別の非正規雇用率（対労働力人口比率）
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